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（2）ウエイト付きの完全雇用余剰

　完全雇用余剰の問題点の１つは，予算項目によって総需要に与える効果

が異なるにもかかわらず，それを考慮していないことにある。この点を修

正するために「ウエイト付きの完全雇用余剰」が提案されている。過去の

財政政策を時系列的に分析する場合，予算の構成に著しい変化がないなら

ば，この点を無視しても結果に大きな変化はないと言われているが?わが

国の場合には，昭和47年度以降，社会保障制度の整備とともに社会保障給

付が急激に増加したという変化要因がある1）。　そこで，こうした予算構成

の変化が完全雇用余剰にどのような変化を与えるのか，次に，検討するこ
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とにしよう。

　ウエイト付きの完全雇用余剰を推計する場合，ウエイトの考え方に２通

りある。すなわち，１つは予算が総需要に与えるfirst round の効果をウ

エイトとするものであり，もう１つは，それが乗数過程を通じて最終的に

所得に与える効果をウエイトとするものである。後者はいわゆるfiscal

leverageと呼ばれるものであり，これを採用する場合には，マクロ計量モ

デルから導出される種々の乗数をウエイトと取らねばならない。しかし，

この場合には，どのような時間間隔の乗数を採用するかという問題もあり，

ここでは，前者の方法すなわち，総需要に対するfirst round の効果をウ

エイトとすることにした2）。 first round の効果をウエイトとする場合でも

なお，一般的なウエイトの選択は，難しい問題である。そこでここでは，

ウエイトについていくつかの代替的なケースを仮定して，ウエイトの有無

が結果にどのような影響を及ぼすかを検討してみよう。

　まず，一般政府の収入及び支出の各項目を，総需要に影響を与える経路

が同じと思われる項目を集めて，いくつかのグルーブに分けなければなら

ない。以下では次の10項目に分けてみた。

　①　純所得税；（家計に対する直接税十罰金及び強制的手数料十社会保障負担

　　　　　　　　　十無基金雇用者福祉帰属負担十財産所得受取）－（社会保障給

　　　　　　　　　付十社会扶助金十無基金雇用者福祉給付十財産所得支払）

　②　法人税等；家計以外に対する直接税十損害保険金一損害保険料

　③　純間接税；間接税一補助金

　④　その他の経常移転；居住者からのその他の経常移転受取（純）一対家

　　　　　　　　　　　　　計民間非営利団体への経常移転（支払）

　⑤　海外からの経常移転受取（純）
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　⑥　最終消費支出

　⑦　固定資本減耗

　⑧　資本移転（純）

　⑨　総固定資本形成

　⑩　土地の購入（純）

　この10項目のうち，①～⑥までが所得支出勘定の項目であり，⑦以降が

資本勘定に属する。①～⑤の合計から⑥を差し引いたものが貯蓄であり，

これに⑦，⑧を加えたもの（総資本調達）から⑨，⑩の合計を差し引いたも

のが，一般政府の貯蓄投資差額に対応している。昭和45年度以降の各グル

ープの実績値は付表１に示してある。

　総需要に対するfirst round の効果をウエイトとする場合には，定義に

よって⑨総固定資本形成のウエイトは０１である。⑥の最終消費支出は新

ＳＮＡでは，さらに雇用者所得，中間投入等に細分化されているが，約80

％を雇用者所得が占めている。したがって，第１次接近として①と同じく，

家計の可処分所得を通して総需要に影響を与えると仮定することにする。

④も同様に考えられるので①，④，⑥のウエイトは，限界消費性向を用い

ることにした。

　所得支出勘定の項目のうち⑤は絶対額も小さく，総需要に対する直接的

な効果はないと思われるのでゼロのウエイトを仮定する。資本勘定の⑧も

同様にゼロのウエイトを与える。また⑦固定資本減耗も総需要に直接的な

影響を与えないので，ゼロのウエイトを与えてよい。

　問題は②法人税等，③純間接税，⑩上地の購入（純）に対するウエイト

である。③については，通常マクロ・モデルの定式化では価格の変化を通

じて総需要に影響を与えるが，ここでは物価水準は実績値で不変と仮定し

ているので限界消費性向をウエイトにした。②の法人税等については，景

気の動向に応じてもっとも敏感に反応するため，ウエイトの値によって結

果が大きく左右されることがあると思われる。しかし?法人税の変化が総
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需要にどのような影響を与えるかは，法人税転嫁の問題とも関連し，特定

の値にウエイトを決定するのは困難である。そこで，ここでは，ウエイト

として両極端の値を仮定し，結果がどのようにそれに依存するかをみるこ

とにする。また，⑩上地の購入(純)も恐らく家計の可処分所得を通じ

て作用するものと思われるが，雇用者所得等と同じ効果を与えるとも考え

にくい。そこで，⑩についても限界消費性向をウエイトとする場合と，そ

の２分の１をウエイトとする場合について検討することにする。

　ウエイトについての仮定をまとめると，次表のようになる。ここで心ま

限界消費性向を表わす8)。　ケース(ｲ)は前節の一般政府の貯蓄投資差額と一

　　　　　　　　　表3-2-1　ウエイトについての仮定

致している。ケース㈲～旧は法人税等についての３通りの仮定に対応して

区分されている。すなわち，㈲は法人税等の増加がそれと同額だけ総需要

を変化させる場合に，㈲は純所得税と等しいインパクトをもつ場合に，そ

して師)は総需要にまったく影響を与えない場合である。ここでは租税ある

いは支出の変化が総需要に与えるfirstround の効果をウエイトとして考

えているが，け雨はその極端なケースとして想定した。また(ロ)と㈲を

比較することにより，土地の購入に対するウエイトの違いの影響をみるこ



とができる。

　図3-2-1はケース１－Ａとケース１－Ｂについて上述のウエイトを与え

たときの完全雇用余剰と完全雇用名目ＧＮＰとの比率を示している。ウエ

イトの有無あるいはその値によって，完全雇用貯蓄投資差額比の水準が変

化することはこれまでの議論から明らかである。前節で述べたように，完

全雇用貯蓄投資差額の水準自体は，推計の前提に依存しているから，重視

すべきではない。したがって，予算の構成が変化しているとき，ウエイト

の有無がどのような影響を完全雇用余剰に与えるのかを，年々の変化をみ

ることによって検討しよう。

　図3-2-1をみると，(㈹のように極端なケースを除けば，(ｲ)～㈲はほぼ平

行移動した形になっており，ウエイトの有無は，年々の変化を見る限り，

結果にそれほど大きな影響を与えていないものと思われる。ただ，図3-2-1

の(ｲ)と㈲を比べると，昭和48年度以前は(ｲ)の方が㈲よりも上側に位置して

いたのに対し，昭和49年度以降，逆転している。また，昭和48年度から49

年度にかけての変化をみると㈲～㈲は(ｲ)よりも傾きがゆるやかになってい

る。こうした現象は現実の貯蓄投資差額に(ｲ)～㈲のウエイトを掛けたもの

についてもみられる。付表１をみると，昭和48年度から昭和49年度にかけ

て純所得税はほとんど増加しなかったのに対し，最終消費支出は急激に増

加した。昭和50年度以降も純所得税は停滞しているが，これは不況による

税収の伸び悩みに加えて，社会保障関連の支出の増加にもとづいている。

社会保障支出，最終消費支出の増加は貯蓄投資差額を減少させる方向に作

用するがパロ)～㈲ではこれにｃ(く1)というウエイトがかけられているの

で，(ｲ)(ウエイト＝１)に比べて貯蓄投資額の減少を抑えることになる。し

たがって，昭和49年度以降，㈲が(ｲ)よりも上側に位置し，また(ロ)，㈲につ

いて昭和49年度の完全雇用貯蓄投資差額比が(ｲ)よりもゆるやかにしか低下

しなかった理由として，社会保障支出および政府最終消費支出の増加が大

きな要因であったと考えられる4)。
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図3-2-1　ウェイト付完全雇用貯蓄投資差額;ケース１－Ａ

　また，㈲～師)の比較によって，法人税等のウエイトについてみると，叶)

は当然のことながら，他の２つと大きく異なった変動パターンを示してい

るが，㈲と㈲のパターンはほぼ同じである。したがって，法人税について

のウエイトの問題は，年々の変動パターンを見るのであれば，さほど重要

ではないが，完全雇用貯蓄差額の対完全雇用名目ＧＮＰ比の水準あるいは

その絶対額に大きな影響を及ぼすことになる。

　前述したように，完全雇用貯蓄投資差額自体は，前提とする完全雇用

― 167 (6 ) ―



図3-2-1　ウェイト付完全雇用貯蓄投資差額;ケース１－Ｂ

ＧＮＰの大きさや各租税の完全雇用税収額の推計に大きく依存している。

このことに加え，ウエイトの取り方によっても絶対額はかなり変化する。

したがって，完全雇用概念は，年々の絶対額でみるべきではなく，中期的

な動向の指標として利用すべきであると考えられるが，そのような利用の

仕方であるならば，むしろウエイトを付けない元来のものであっても大

体の動向の把握に十分であり，その方が実際的であるとさえ言えよう。

（3）径済全体の貯蓄投資差額

　完全雇用達成のためには，政府の完全雇用余剰が民間部門の完全雇用時

の投資超過額（以下ではこれを完全雇用7Sギャップと呼ぶ）に等しいことが必
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表3-3-1　部門別貯蓄投資差額

要である。このことから，完全雇用余剰が完全雇用認ギャップと等しく

なるように，財政政策を運営するという，政策運営上のガイド・ラインと

しての完全雇用余剰の利用が生まれてくる。この視点に立てば，完全雇用

余剰の値がプラスであれ，マイナスであれ，そのこと自体には大きな意味

はなく，一国全体の完全雇用時の貯蓄投資差額の大きさが重要となる。た

とえば,完全雇用赤字が完全雇用認ギャッゴよりも小さければ,完全雇用

水準においてデフレ・ギャップが存在することになり，完全雇用達成のた

めには完全雇用赤字を一層拡大するような積極的な財政政策が導かれる。

　表3-3-1は，わが国の部門別の貯蓄投資差額の推移を示している。ここ

では，経済全体を一般政府部門，民間部門，海外部門の３部門に分割して

ある1)。表3-3-1の第１列は一般政府の貯蓄超過額，第２列は民間部門の貯

蓄超過額，第３列は海外部門の貯蓄超過額2)，第４列は統計上の不突合を
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示し，定義から各列を横に加えればゼロとなる。表3-3-1にみるょうに，

昭和50年度以降，民間部門の大幅な貯蓄超過が続き，それを政府部門の投

資超過にょって吸収するというパターンが続いている。このことから，第

１次，第２次石油危機以降，政府部門が赤字であるがゆえに経済の一層の

停滞を回避することができたという主張がしばしばなされている。

　ただ，表3-3-ｴは事後的な貯蓄投資差額であり，本来，上述の議論は事

前的な貯蓄投資差額にょってなされなければならない。上述の議論が完全

雇用余剰概念を用いると，どのように修正されるかはきわめて興味深い。

しかし，前述したように，完全雇用余剰の大きさ自体推計の前提や方法に

依存する。他方，民間及び海外部門の完全雇用時の貯蓄投資差額を推計す

ることも難しい問題である。そこで以下では，各年度の財政政策をfull-

employment adequacyの観点から厳密に検討するというよりも　完全雇

用余剰と完全雇用召ギャップの相対的関係がどのょうに推移しているか

を検討することにする。

　さて，民間部門と海外部門の完全雇用貯蓄投資差額を推計するときＪそ

のすべての変数について推計することは不可能である。そこで以下では，

民間部門については，家計の貯蓄，企業貯蓄，住宅投資,企業設備投資を，

また海外部門については輸入のみを取り上げ，それらの完全雇用時の値を

推計することにする。

　まず，家計の貯蓄については，次の回帰式から限界貯蓄性向を求め，こ

れを用いて，完全雇用時の家計の貯蓄を推計した。
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　　　　の対前年度増加率

　すなわち，完全雇用移行による家計貯蓄の変化額は（３－４）式の実質

可処分所得の係数（限界消費性向）に完全雇用移行による実質可処分所得の

変化額をかけて実質貯蓄の変化額を求め，これを名目値に直して求めた4）。

　企業貯蓄の変化は，先に分配所得の推計のところで，配当を一定と仮定

したので，税引後法人所得の変化に等しくなる。

　次に，投資については，住宅投資関数，企業設備投資関数を推計し，こ

れをもとに各投資の完全雇用移行時の変化額を求めた。

　住宅投資関数
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　ただし，推計期間はいずれも昭和40～56年度であり, IE;企業

設備投資(10億円)，ＹＣＤ-，税引後民間法人企業所得(在庫評価調

整前十民間法人企業固定資本減耗)，j?7；実質利子率(全国銀行貸出約

定平均金利－ＧＮＰデフレータ上昇率),PIE;設備投資デフレータ

(昭和50年＝1)

雇用時の値を与え，また, GNPギャップをゼロとおいて，完全雇用時の

住宅投資，企業設備投資の実質額を得る。これに各デフレータを乗じて名

目額に直す。

　海外部門については，財貨，サービスの輸入のみを取り上げ，輸出およ

び海外への(からの)要素所得等は実績値で一定とした。完全雇用時の輸入

は，次の回帰式から限界輸入性向を求め,これと完全雇用移行によるGNP

の変化額を用いて推計した。

　表3-3-2は，ケース２－Ａと２－Ｂについて，以上のようにして求めら

れた各部門の完全雇用時の貯蓄投資差額を示している。木表は経済成長，

物価変動の影響を考慮して，完全雇用名目ＧＮＰに対する比率で表わされ

ている。

　表3-3-2の第１欄と第２欄はそれぞれ民間部門と海外部門の完全雇用貯

蓄投資差額を示している。第３欄は第１欄と第２欄を合計して符号を逆に

したもの，すなわち海外部門を含む民間部門の完全雇用召ギャップを表

わす。第４欄は表3-1-2の一般政府の完全雇用貯蓄投資差額を再掲したも

のであり，第５欄は第４欄と第３欄の差を示している。
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　さて，第３欄の完全雇用7Sギャップをみてみよう。第３欄の各年度の

･絶対値はケースによって差があるものの，昭和50年度以降，いずれのケー

スにおいても，海外部門を含む民間部門は完全雇用時においても貯蓄超過

となっていることを示している。ただ，第１欄の民間部門の完全雇用貯蓄

投資差額の推計において，昭和48年度から50年度にかけて, (3 ―5),(3

－６）式の投資関数に比較的大きな推計誤差がある5）。そのため，昭和48。

50年度の第１欄の数値は過大にまた49年度については過小に示されている

可能性が大きい。しかし，この点を考慮しても，昭和50年度以降において

は

？

海外部門を含む民間部門の完全雇用7Sギャップは貯蓄超過となって

いると思われる。

　完全雇用7Sギャップは，完全雇用を達成するために一般政府が完全雇

用水準において創出すべき余剰の大きさを示している。したがって，昭和

50年度以降，一般政府は完全雇用時においても赤字を創出することが必要

とされている。

　full-employment adequacy の視点から財政政策を評価する場合には，

第３欄の完全雇用7Sギャップと第４欄の完全雇用余剰との相対的関係に

注目する。すなわち，第４欄から第３欄を差し引いた第５欄がゼロに近け

れば,有効需要の面からは適切な財政政策が採られていたことを意味する。

また第５欄がプラス（マイナス）の大きな値をとっているときは，完全

雇用の達成にとって適切な大きさに比べて完全雇用余剰の方が大きい（小

さい）のであるから，有効需要に対して強い引締政策（拡大政策）が採ら

れていたことを意味する。

　ただ，前述したように，各年度の第５欄の数値の大きさ自体を重視する

ことは，推計上の誤差等を考慮すると不適当である。むしろこれから財政



－160（13）－



政策の中期的な傾向の変化を読み取る方が望ましい。

　このような視点から第５欄をみると，昭和45年度から56年度の期間を５

つの期間に分けることができよう。まず第１期は昭和45年度から47年度に

かけての期間である。この期間では，第５欄の数値はプラスであり，徐々

に低下している。したがって，引締政策が徐々に緩和されていたとみるこ

とができる。

　第２期は昭和48, 49年度であり，第５欄は一転してかなり大きなプラス

の値をとっている。これは強い引締政策がとられたことを意味する。昭和

50, 51年度の第３期においても，第５欄はプラスの値をとっており，第２

期に引き続いて引締基調であるが,その程度は緩和されつつある6）。第２期

との相違は，前述したように，海外部門を含む民間部門の完全雇用7Sギ

ャップが貯蓄超過となっていることである。

　第４期は昭和52, 53年度であり，第５欄はマイナスの値を示している。

すなわち第４期において財政政策は拡大基調に移り，強い拡大政策がとら

れたことを意味している。昭和54年度から56年度までの第５期においては，

第５欄の値は徐々に上昇している。したがって，第４期の拡大基調が徐々

に薄れつつあることを意味している。第５期については，ケースＡとケー

スＢでは第５欄の符号が異なる。その理由は一般政府の完全雇用余剰（第

４欄）が両者で大きく異なるからである。これは前述したように，完全雇

用時の民間法人企業の直接税がケースＡでは過小に，またケースＢでは過

大に推計されていることによる。

　昭和45年度から56年度までの財政政策の中期的動向をfull-employment

adequacyの視点から５つの期間に分けてみてきた7）。この中でとくに第２
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期における強い引締策と第４期の強い拡大策が際立っている。このような

強い引締策ないし拡大策を必要としたのは，それぞれ当時のインフレの昂

進ないし不況の深刻化のためであろう。

　ただ，こうした強い引締策ないし拡大策が，有効需要の面から問題を残

すかどうかは，その時期の完全雇用余剰をみただけでは答えることはでき

ない。このような政策がとられた後，完全雇用へ近づくにつれて，完全雇

用余剰をfull-employment adequacyの条件をみたす水準に再び戻す必要

がある。このような視点からみると，第４期に強い拡大策がとられた後，

第５期において徐々にfull-employmentadequacyの条件に見合う水準に

近づいており，財政政策は望ましい方向に運営されていたと言えよう8)。

　以上の分析においては，在庫投資には実績値を与えたこと，また推計に

用いた住宅投資関数，企業設備投資関数も特定の年度にかなり大きな推計

誤差が存在していることなどの問題点がある。　しかし，いずれにせよ，

full-employment adequacy の検討は完全雇用余剰の推計値に加えて完全

雇用7TSギャップの推計値にも大きく左右される。それゆえ，その検討に

際しては，年々のわずかな変動を重視すべきではなく，本稿で行ったよう

に中期的な変化を読み取るべきであろう。

(4)一般会計完全雇用余剰

　一般政府の財政赤字(投資超過額)の大半は，中央政府の赤字が占めてい

る。そこで最後に，国の一般会計について完全雇用余剰を推計しよう。わ

が国のこれまでの完全雇用余剰を用いた分析は，すべて国の一般会計を対

象に，完全雇用余剰を財政の構造的な赤字の指標として利用している。す

でにみてきたように，完全雇用余剰の絶対額は推計の前提およびその方法
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に依存するところが大きい。そこで，ここでは一般会計の完全雇用余剰の

傾向をみることによって裁量的財政政策の中期的な動向を検討することに

する。

　一般会計完全雇用余剰の推計方法は，一般政府と基本的に同一である。

すなわち，収入面では所得税，法人税，酒税，その他の間接税について，

また支出面では地方交付税と失業対策費について，完全雇用移行による収

入額，支出額の変化額を推計する。この変化額を現実の予算余剰額に加え

て，完全雇用余剰とする。現実の予算余剰は歳入歳出差引額から公債金収

入を差引いたもので定義する。所得税等の推計式は以下の通りである。

　所得税（７×1 : 10億円）
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　以上の各式の説明変数中の個人所得，法人所得，実質ＧＮＰに完全雇用

時の値を代入し，また，ＧＮＰギャッブをゼロとおいて，完全雇用時の税

収を求める。なお，法人税については，現実の法人税／法人所得の比率に

完全雇用時の法人所得をかけて推計する場合も検討する。

　支出面では，国税３税（所得税，法人税，酒税）の一定比率（現行32％）を

地方交付税の財源として，交付税及び譲与税配付金特別会計へ繰入れるこ

とが制度化されている。したがって，国税３税の変化額に地方交付税率

　（ＲＣＨ）を掛け九分だけ支出額が変化する。また失業者数の変化にょる

失業（雇用）保険給付の変化は，本来は一般会計から労働保険特別会計へ

の繰入額の変化にょって表わさなければならないが，ここでは単純化し

て，重（主）要経費消分類の失業対策費（£X2）に完全雇用時の失業者数

　（ＷＵＦ）と現実の失業者数（Ｗび）の比率をかけて求めた。以上をまとめ

ると，完全雇用余剰（ＦＥＳ）は，現実の余剰(AS)をもとに次のように推

計される。

　以上の操作によって得られた一般会計完全雇用余剰は表3-4-1にまとめ

られている。先の一般政府の完全雇用貯蓄投資差額と同様に，完全雇用失

業率と法人税の推計方法によって,全部で６ケースの結果が示されている。

　まず，現実の余剰額をみると，昭和39年度までは一般会計は黒字であ

り，いわゆる均衡予算時代が続く。しかし，昭和40年度には赤字となり，

戦後初めて赤字国債が発行された。その後，昭和48年度を除き，毎年赤字

が続いているが，とくに昭和50年以降，急速に変化し，昭和55年度には約
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13兆5,000億円余りとなっている。

　一方，完全雇用余剰額がマイナスとなるのは，すべてのケースを通じて

昭和41年度からである。その後昭和48, 49年度はプラスの値をとっている

ものの現実の余剰額と同様，昭和50年度から急速に悪化している。昭和55

年度の完全雇用赤字額は，約ｎ兆8,000億円（ケース２Ｂ）から約13兆2,000

億円（ケース３Ａ）の範囲にある。また，全体的な特徴として，当然のこと

ながら完全雇用ＧＮＰの水準が低いケース３の完全雇用赤字額は大きい。

　次に，各ケースの完全雇用余剰額をそれぞれの完全雇用名目ＧＮＰで割
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って，一種の基準化をしたのが表3-4-2である。これをみると，完全雇用

ＧＮＰの水準が異なるにもかかわらず，各ケースのＡごとに，あるいはＢ

ごとに比較すると大きな差はない。むしろ一般政府の完全雇用貯蓄投資差

額のときと同様，法人税の推計方法の違いによる差が大きい。

　そこでケース１を取り上げ，図示したものが図3-4-1である。これをみ

ると昭和48年度以前は，昭和37年度を除けば両者はそれほど極端な差はな

く, A, Bは似たパターンで推移している。そして昭和49年度以降になる

と両者の間に大きなずれが生じている。現実の余剰額の対完全雇用名目
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表3-4-2　一般会計完全雇用余剰（対完全雇用名目ＧＮＰ比）



ＧＮＰ比をみると，36年度をピークに41年度を谷に急速に低下し，42年度

から45年度にかけて回復している。その後，再び低下し，48年度に一時回

復したものの，49年度から再び急激に悪化した。 55年度に至って，回復は

していないものの，下げ止まりの傾向がみえる。

　他方，完全雇用余剰の推移は３つの期間に分けてみることができる。第

１の期間は，昭和36～40年度で，この期間中，完全雇用余剰はプラスの値

をとっているが，徐々に低下している。この期間は，高度成長に支えられ

た均衡予算時代であるが，完全雇用余剰の推移をみると，昭和40年度の赤

字財政への転換は，突然生じたものではなく，それ以前から何らかの構造

的な要因によって赤字財政への道を進んでいたということができる。

　第２期は昭和41～47年度の期間である。この期間では，昭和45年度に－

0.5％前後になったのを除けば，大体－1.0％前後で安定した推移を示して

いる。したがって，この期間の裁量的財政政策は，ほぼ同じ程度のスタン

スを保っていたといえよう。

　　　　図3-4-1　一般会計完全雇用余剰(対完全雇用名目ＧＮＰ比);ケース１
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　昭和49年以降は，前述のように法人税の推計方法によって差がでてい

る。その理由は，一般政府の完全雇用貯蓄投資差額で述べたことがそのま

まあてはまるので，繰り返すことはしない。結論的に言えば，この期間中

の完全雇用余剰は，実績値と似たパターンで推移したと考えてよさそうで

ある。とすると，近年の財政悪化のスピードは第１期に比べてもかなり急

激であり，また赤字のかなりの部分が構造的な赤字であるといえよう。

　完全雇用余剰を中期的な財政政策の指標と考え，高度成長期以降の一般

会計を対象に分析した。完全雇用余剰をより短期的な，たとえば年々の裁

這的財政政策の指標として利用する場合には，表3-4-1, 2の数値の対前年

変化額（率）をとることになるが，繰り返し述べているように，問題が多

く，ここでは行わないことにする。

　Ｖ　結びにかえて

　本稿はわが国の一般政府および一般会計の完全雇用余剰の推計を通して

完全雇用余剰概念の相対性と問題点を再検討することを目的とした。その

ために完全雇用失業率について３通りのケースを想定し，また完全雇用時

の法人税（および民間法人企業の直接税）についても２通りの推計方法を試

みた。

　結果を要約すれば，まず，あらかじめ予想されたことではあるが，完全

雇用余剰の水準は推計の前提と租税の推計方法に大きく依存する。たとえ

ば，一般政府の完全雇用時の貯蓄超過額は，昭和55年度ではもっとも小さ

いケースでは５兆9,000億円であるのに対し，もっとも大きいケースでは

７兆6,000億円であり，昭和56年度には推計上の誤差のために，この差は

一層拡大する。したがって，完全雇用余剰の水準を用いた議論は避けなけ

ればならない。また，年々の完全雇用余剰の差額を裁量的財政政策の指標

とすることも推計上の誤差等によってミスリーディングな結論をもたら

す危険がある。
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　ただ，完全雇用余剰と完全雇用名目ＧＮＰの比率をとると，前提とする

完全雇用ＧＮＰの違いは，その比率の変化のパターンに著しい差はもたら

さない。したがって, summary measure としての完全雇用余剰の利用法

としては，この比率の推移をみることによって，裁量的財政政策が中期的

にあるいは趨勢的にどのような方向に(引締的にあるいは拡張的に)運営され

ていたかを知る指標とはなる。すなわち過去の財政政策運営についてある

期間にわたって評価を行なう場合には，有効な分析道具の１つにはなりう

るだろう。完全雇用余剰を構造的赤字の指標として利用する場合も各年

度の構造的赤字の大きさをこれによって正確に把握することは難しく，あ

くまでも中期的な傾向を知るために利用すべきと思われる。

　また，完全雇用余剰に対するウエイトの有無の影響を検討するため，一

般政府を対象にウエイトをア・ブリオリに仮定して，ウエイト付きの完全

雇用余剰を推計した。完全雇用移行に際して法人税収の変動がとくに激し

いので，法人税に関するウエイトに代替的な仮定を設けた。その結果，ウ

エイトの有無は完全雇用余剰の水準を大きく変化させるけれども変化の

　　　　　　　　　　　　　　　付表1　ウエイト付完全雇用余剰
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パターンにはほとんど影響しないと思われる。前述のように完全雇用余剰

を中期的な財政政策の指標として利用するのであれば，ウエイトの有無は

結果に重大な影響を与えないと思われる。

　完全雇用余剰のもう１つの利用の仕方は，財政政策がfull-employment

adequacyをみたしているかどうかを判断する材料とするものであった。

本稿でもこの点で完全雇用余剰が有益であるか否かを検討するために，海

外部門を含む民間部門の完全雇用召ギャッゴの推計も試みてみた。その

際もっとも肝要な点は，海外部門を含む民間部門の完全雇用7Sギャップ

をいかなる想定のもとで推計するかという点にある。本稿では第:L次接近

として，完全雇用時の家計および企業の貯蓄，住宅投資，企業設備投資に。

ついてのみ推計を行った。完全雇用余剰の推計値と海外部門を含む民間部

門の完全雇用7Sギャップの推計値とを比較することによってfull-em-

ployment adequacy を評価するわけであるが，この際にも年々の絶対的な

差額にとらわれることなく，傾向的な変化を読み取るべきである。

　このような視点に立って，昭和45年度から56年度までの財政政策の動向

推計のための項目別金額



をいくつかの期間に分けて検討してみた。その中でとくに，昭和48, 49年

度にはfull-employment adequacyの条件からみて強い引締策がまた昭和

52, 53年度には強い拡大結がとられていたことが，ここでの分析からもう

かがえる。このような強い引締策あるいは拡大策をいかに評価するかは,そ

れ以降ＧＮＰギャップが縮小するにつれて，完全雇用余剰がfull-employ-

ment adequacy の条件をみたす水準に移行するか否かにかかっている。

この点から判断すると，昭和54, 55年度にかけて拡大傾向が緩和されっつ

あることが確認され，望ましい政策運営が行われていたという評価が成り

立ちえよう。

　本稿は完全雇用余剰概念の問題点とその相対性を従来からの一般的便法

に従って検討を加えてきた。しかし，完全雇用余剰概念の諸問題をより整

合的な形で分析するためには，従来の便法を克服する必要性があることも

また事実である。従来の便法では，現実の所得水準が完全雇用水準に移行

しても，インフレ率や利子率が実質的に変化しないという想定をとってぎ

たが，この想定は必ずしも説得的でない。

　したがってこの問題を取り扱うには，インフレ率や利子率を内生化した

より整合的なマクロ経済モデルを用いて，完全雇用余剰の諸問題が再検討

されなければならない。これは本稿の範囲を越える問題であるが，将来の

重要な課題として残されていると言えよう。
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